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はじめに
社会科の目標として掲げられている ｢公民的資質｣ に関しては, 社会科の成立
以来一般的に合意された概念規定は存在せず, 常に論争の的であった｡
｢公民｣ について, 教育行政はこれまで ｢国民｣ と ｢市民｣ の二つの概念を含
むものと説明してきた｡ これに対し, 教師や研究者からは ｢公民｣ ＝ ｢市民｣ と
とらえる (権力・国家に対抗的なものとして) 動向もみられた｡ 近年, このよう
な社会科教科目標設定上の ｢対立｣ を ｢解消｣ すべく ｢公民的資質｣ の再検討が
盛んに行われている｡
｢公民｣・｢国民｣・｢市民｣ の概念は, 社会・国家の変容と共に変容する (させ
られる) のであって, そもそもアプリオリに規定することは不可能であろう｡ ボ
ランティア活動やNPO等, これまでにはない社会領域の拡大・発展, 新自由主
義的構造 ｢改革｣ のなかでの ｢能動的｣ 社会参加と自己責任の強調等, 現代社会・
国家の変容がこれら概念の動揺を導いている｡
このような現代社会・国家の変容は ｢法教育｣ (１) の隆盛をも導いている｡ ｢法
教育｣ とは, ｢法律専門家ではない一般の人々が, 法や司法制度, これらの基礎
になっている価値を理解し, 法的なものの考え方を身に付けるための教育｣ と定
義されており (２), 近年, 社会科の主要内容の一つとして定着しつつある｡ ｢法教
育｣ は社会科教育関係者や法曹等によって1990年代以降取り組まれてきたが, 政
府が2001年に出した ｢司法制度改革審議会意見書｣ をふまえて法務省内に法教育



















以上にみるように, 社会科教科目標論の動揺と ｢法教育｣ の隆盛は, 共に新自
由主義的構造 ｢改革｣ に伴って生じた事態である｡ この ｢改革｣ は, 教育や司法






は日弁連主催で ｢第一回全国高校生模擬裁判選手権大会｣ が開催された (３)｡ 普
及と共に形式化も始まっている｡ そこで, 本稿では社会科教科目標論の動揺と
｢法教育｣ の隆盛の背景を整理し, 今後の社会科教育における ｢法教育｣ の課題
について考えたい｡ とりもなおさず, かかる作業は上記諸 ｢改革｣ と社会科の関
係を考えるための準備でもある｡
Ⅰ. 社会科における教科目標論の動揺
１. ｢公民的資質｣ をめぐる近年の論調― ｢新しい公共性｣
雑誌 『社会科教育』 は ｢『公民的資質』 を育てる“ゆさぶり教材”36｣ を特集
テーマに掲げ, ｢＜最新情報＞我が会の 『公民的資質』 ＝研究の焦点はここだ｣
において日本社会科教育学会および全国社会科教育学会における ｢公民的資質｣
に関する研究動向を紹介した｡ そこでは, ｢公民｣ を ｢社会市民｣ や ｢公共民｣
として再構成する試みが目を引く (４)｡
日本社会科教育学会第53回研究大会 (2003年度) におけるシンポジウムも, そ




山口幸男 ｢社会科教育における公民, 市民概念の再検討と 『公共民』 の提
唱｣ (６) では, ｢国家・国民｣ 的側面と ｢市民｣ 的側面の両面を含みつつ ｢公民｣
とは異なる用語・概念として ｢公共民｣ を用いるよう提案した｡ ｢公共民｣ はボ
ランティア, NPO, NGO等の各種社会参加活動的側面を含んでおり, 特定の政
治的イデオロギーとは無関係だという｡ キータームは ｢社会参加｣ である｡







して社会科を作り直そうとする動き｣ と把握している｡ 池野のいう ｢異質な社会｣
(現在の日本社会) とは, ｢構成員が個別化｣ し ｢空々しい他人の関係｣ となり
(｢他者化｣), その結果, ｢社会における関係と意識に隙間を作り, 空洞化を生み
出｣ した社会であるとされる｡ よって, 新しい社会科は ｢どこかで共通化, 共有
するものを見つけることが必要｣ だという｡ ｢公共性｣ がそれであり, ｢子どもた
ちを特別視することなく, 大人たちと同様に, 市民として扱い, 異質な他者とみ
なす｡ 異質な他者としての子どもたち同士が問題やテーマごとに, 出会い語らい,
議論し決定し, 社会を作っていく｣ という社会科像をイメージしている｡ キーター
ムは ｢社会形成｣ である｡
工藤文三 ｢“新しい公共性”と社会科の改善｣ (８) では, 公共性の在り方が問
われる背景の一つとして, ｢これまで国家 (行政) が担ってきた 『公的』 な機能
の一部が 『民間』 へ移譲｣ されつつあることをあげ, ｢民営化｣ とともにNPO活
動やボランティア活動の展開を具体的な動きとして例示し, 後者を ｢新しい公共






みえる｡ それは, 新自由主義的 ｢責任・義務｣ の重視 (新保守主義がこれを補完
する) と, 市民社会の自律性の軽視ないし無視 (新保守主義的潮流は国家と市民




以上にみたように, ｢公民的資質｣ の内実として, ｢国家に従属するのではなく,




られるようになってきた｡ ここでは二つを例示する｡ 若月秀夫 ｢品川区の小中一
貫教育における 『市民科』 の構想｣ と, 岡田泰孝 ｢お茶の水女子大学附属小学校








質として, 主体性, 積極性, 適応性, 公徳性, 論理性､実行性, 創造性を掲げて
いる｡
後者は, ｢益々加速する社会や環境の変化に対する適切な社会的価値判断や意
思決定力｣ を市民的資質と定義し, その育成を目指すものである｡ そのために
｢子どもたちを, 様々な社会的論争を伴う事象に出会わせ, 話し合う経験を小学




に既存の教科の枠内には収まりがたく, ｢市民科｣ ないし ｢シティズンシップ｣
といった新たな教科の枠組みを展望している｡ この点は, 社会科という既存教科
の領域拡大 (道徳的なものを含んで) や ｢実践的｣ 内容の拡充という方向で影響
を与えていくと思われる｡
Ⅱ. ｢法｣ への着目
１. ｢公民的資質｣ 論の展開方向と ｢法｣ への着目
｢新しい公共性｣ は, 教育政策上にも位置づけられた｡ 2003年３月の中央教育
審議会答申 ｢新しい時代にふさわしい教育基本法と教育振興基本計画の在り方に
ついて｣ は, ｢『公共』 に主体的に参画し, 公正なルールを形成し遵守する意識や
態度を涵養すること｣ を掲げた｡ 公民的資質の内実として新たに強調された ｢新
しい公共性｣ の柱の一つとして ｢公正なルールを形成し遵守する意識や態度｣ が




高等学校社会科学習指導要領も間もなく発表されるが, そこに ｢法｣ に関する内
容が盛り込まれることは確実である｡ さらに, 2009年度からの裁判員制度導入を
控え, 社会科における ｢法教育｣ は一層クローズアップされつつある｡
以下, 学習指導要領改訂作業のなかで ｢法｣ に関していかなる論議がなされた
のか瞥見しておく｡
２. 学習指導要領改訂作業における ｢法｣ の位置
｢社会科, 地理歴史科, 公民科の課題, 改善の方向性 (検討のたたき台)｣ が
中教審初等中等教育分科会教育課程部会の社会・地理歴史・公民専門部会 (第７
回) において配布された (11)｡







これを受けて ｢改善の方向性｣ の ｢２. 社会経済システムの高度化・複雑化へ
の対応｣ では, ｢社会経済システムが高度化・複雑化する中で, 社会に主体的に
参画し課題を解決していく能力や態度を育成するために, 次のような改善を図っ







以上をふまえ, 新学習指導要領では, 小学校社会科では第６学年で ｢国民の司
法参加｣ を, 中学校社会科では第３学年公民的分野で ｢法に基づく公正な裁判の
保障｣ に関連して裁判員制度にふれることになった｡
なお, 留意すべきは, 改訂論議の基本的スタンスが ｢民主主義社会, 市場経済｣









ての司法制度に強い不満が表明されてきた｡ そこでは, 弁護士の人数確保, 新し
い専門的問題に対処できる質の確保, 特に経済活動に伴う事案に関する司法のス

























あり, それを実現するために事後的司法への転換を求めている｡ それは ｢個人に
とって身近な司法｣ と表現される｡ そのための具体的な要求として掲げられたの










































外の訴訟への参加等を盛り込んでいる｡ そのために, 法科大学院の設置, 企業活
動の自由を保障する法整備, 司法教育の充実が掲げられた (18)｡ ここにおいて,















































裁判所の説明は次のようである (21)｡ ｢裁判員制度は, 特定の職業や立場の人に
偏らず, 広く国民の皆さんに参加してもらう制度ですので, 原則として辞退でき
ません｣ としつつ, 辞退が認められる事由を例示した｡ 70歳以上の人, 地方公共






































裁判等の ｢法教育｣ 実践に大きな影響を与えている｡ それはディベート的な技術
の重視である｡
Ⅳ. 社会科における ｢法教育｣ の諸潮流
１. 法務省法教育研究会
法務省法教育研究会 (2005年５月より, 法教育推進協議会となった) は 『はじ

















教員, 弁護士, 司法書士, 教科教育学研究者, 法学研究者の全国的な連携を目
指して2000年に創設されたグループである｡ 法律実務家の影響力が強いことが特




梅野正信 (前鹿児島大学教育学部, 上越教育大学), 采女博文 (鹿児島大学法
文学部), 中学校社会科教師の協力によって実践・研究を推進している｡ 判決文




















以上において, 社会科教科目標論の動揺と ｢法教育｣ 隆盛の背景を整理したわ
けだが, 1990年代以降の新自由主義的構造 ｢改革｣ の遂行が両者の背景であり,
両者は極めて密接に結びついていることは明かである｡ ｢自由｣ すなわちあらゆ




一つ例を挙げる｡ ｢新しい公共性｣ を担う人間像は ｢国家に従属するのではな
く, 対抗するのでもなく, 積極的に関与する人間像｣ として構想されているわけ
だが, それが授業実践のなかで, ｢かっこいい市民像｣ と表現されている事実に
留意しておきたい (27)｡ ｢新しい公共性｣ を担う資質＝新しい ｢公民的資質｣ を備
えた ｢公民｣ ＝ ｢かっこいい｣ 人間なのであるとすれば, 社会科は ｢かっこいい｣
人間の育成を目標とすることになる｡ ｢かっこいい｣ の重視は, 情緒的なバイア
スをかけながら ｢かっこわるい｣ 人間の排除に向かうことになろう｡ 非 ｢能動的｣
で非 ｢公共｣ 的であると烙印を押された者に対する差別が, 公正や正義の名の下
に顕在化すると思われる｡
このような状況への対抗軸として, 内山隆の議論は参考になる (28)｡ 内山はハー
バーマスに依拠し, 世界をシステム (国家, 経済社会) と生活世界 (私生活圏：
私的領域, 公共圏：市民社会) の二つに分割する理念型を提示する｡ 公共圏の核
心をなすのは ｢自由な意思にもとづく非国家的・非経済的な結合関係｣ であると
いう｡ 人権を基礎とし, 他者との共同性やネットワークによって構築される公共
圏を, どう構想し社会科の目標とリンクさせていくかが問われよう｡ また, 社会
科における ｢法教育｣ の諸潮流の３で取り上げたような実践が, このような公共
圏の理解と結びついて深められることを期待したい｡
三浦展の現代日本社会の階層化に関わる議論 (29) における ｢下流｣ の位置づけ
は社会科における ｢法教育｣ の隆盛と関連する重要な視点を提示している｡ 三浦
によれば, 下流とは ｢コミュニケーション能力, 生活能力, 働く意欲, 学ぶ意欲,
消費意欲, つまり総じて人生への意欲が低い｣ 人々であって, 他の階層とは生き
方, 趣味嗜好, 消費動向等が著しく異なる｣ ものとされる｡ ｢異質な社会｣ の統
合とか, ｢能動性｣ の重視等を基盤としつつ, 自分たちでルールをつくり, それ
を守ることが社会科における ｢法教育｣ の内容の一つとなっているが, これが階
層間のコミュニケーションを確保し, 階層構造を子どもたちに納得させる回路と
なる可能性がある｡ 三浦の ｢子供は自分の生き方を選択できねばならない｣ とい
う指摘は重い｡ 今後は, ｢競争を勝ち抜く会社, 変化に適応するしなやかな国家,
自由の重圧に耐える強い個人｣ (30) への要求がますます拡大していくだろうと考






教育｣ をどうするかという課題は, 現在の社会がどのように形成されており, 選
択可能なものとしていかなる未来社会像があり得るのかを子どもとともに探求す
ることを基盤として構想されねばならないだろう｡
そのためには, 社会科における ｢法教育｣ の教材として, (１) 立法と関わる―
模擬選挙, (２) 既存の法を疑う―雇用機会均等法, 派遣労働法等のリアルな検




(１) なお, ｢法教育｣ という用語は, ももともとアメリカの	

	の翻
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うせい, 2000年, 参照)｡
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ぎょうせい, 2005年３月, ２頁｡
(３) 江口勇治 ｢日本弁護士連合会の 『市民のための法教育委員会』 の近年の取り組みに
ついて｣ 日本社会科教育学会 『社会科教育研究』 103, 2008年３月, 3840頁｡
(４) 『社会科教育』 534号, 2004年１月｡
(５) 特集 ｢社会科教育と新しい時代の“公共性”｣ 日本社会科教育学会 『社会科教育研究』
第92号, 2004年９月｡
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民性教育にひらく―シチズンシップの形成・獲得―) 教育科学研究会 『教育』 695号,
2003年12月, 2025頁｡




(12) 渡辺治 『構造改革政治の時代 小泉政権論』 花伝社, 2005年, 第８章 ｢新自由主義
戦略としての司法改革・大学改革｣ 参照｡
(13) 渡辺治, 同上書, 第１章 ｢小泉政権とは何であるか｣ 参照｡
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